
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 NISSHO

1 事業の成果
令和 5年度は、コロナ感染症の流行が収束しつつあったが、完全にコロナ過から脱却できたと判断する
ことができなかった。また、これまで実技研修を実施していた場所の近接地で開発工事が開始され、工事
車両の出入りが頻繁に有り、実習生の安全を維持しながら実習する環境を確保できなかったことから、例
年どおりに特別支援学校、就職先企業と交流、情報交換を行 うことはできず、次年度の事業実施へ向け
た準備に終始した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【 0 】千円)

(2)その他の事業  (実施していない) (事業費の総費用 【 】千円)

足秋に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事
者
人数

受盃
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

就職 を希望

する障がいを

持った方を対

象 とした教育

訓練、職業訓練
プログラムの

企画・開発及び

実施に関する

事業

PCク リーニング、
物流機器洗浄等の職
業実習訓練を実施
事務所内の諸作業
封筒の宛名ラベル作
成、シュレッダー掛
け、ラベル貼り作業を
実施

未実施

特別支援学
校、自立支援
を行 う機関・

組織、企業・

事業者及び行
政等 と広 く情
報交換、研究
会 等 を 実 施
し、一般市民
及び社会にお
けるノーマラ
イゼーション
に対する理解
を促進する事
業

研修生受入時に永
福学園、水元小合学
園の先生方から就労
事情等について伺
い、障害者の方の就
労事情、自立支援に
ついての課題分析を
行った。

職安に出向き就職
説明会に参加し情報
収集を行った。

未実施

職業訓練実施や就
労に関して情報誌や
インターネット等を
利用 し広く一般社会
に情報提供

未実施

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

足
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)
NISSH0

金   額

30

30,000

120,000
120,000

就職を希望する障がいを持った方を対象とした教育訓練、職業訓練プログラム 事業収益

情報交換.研究会等を実施 し 一般市民及び社会にお 1す るノーマライツーションに対する理解を促進する事業収益

受取寄附金

受取補助金

受取利息

4

正会員受取会費
賛助会員受取会費

150.0(

100:0国

160,

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
研修昼食代

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
行政書士、司法書士報酬
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 NISSH0

ユ 目 金   箱 小計・合計

1

現金預金
未収金

棚卸資産

1

車両運搬具等
什器備品等

ソフトウェア等
借地権等

3
な し

253, 339
0

0

253,339

0

0

0

0

0

0

・ .0

1

【A】 資 産 合 計 ①+② 253,339

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

0

0

0

0

B-2
263,987
-10,598

253.31

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 253,339



6 28

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 NISSHO

重要な会計方針
計算書類の作成は、 2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正NPO法人会計基準協議会 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は保有しておりません。

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産は保有しておりません。

(3)引 当金の計上基準
・ 従業員を雇用していないため、退職給付引当金は計上しておりません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスは受けておりません。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況

(

科 目
職業訓練
事業

情報収集等
事業

事業部門計 管理部門 合計
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I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5,その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
研修昼食代
司法書士行政書士報酬

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法
な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
:円 )



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
使途等が制約された寄付金等はありません。

5.固 定資産の増減内訳
産 しておりませ

6.借 入金の増減内訳
:円 )(

７

， 役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

事業費には寄付を全額充当し、管理費は会費収入及び繰越金により支払う、という按分方法です。

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は行っておりません。

只
）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
ｎ

Ｖ

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高
ユ
〓 期借入 当期返済 期末残高

0 0 0 0
0 0 0 0合計

科 目
計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

120,000 120,000
120,000 120,000

(活動計算書)

受取寄付金
活動計算書計

(貸借対照表 )

なし
貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ‖ISSH0

令 霜 ′lヽ 科 計

国1__量 __産 の 部

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行普通預金

32,842

220,497

253,339
25■ 3"

0

0 0

産合計  ・・・ ①

車両運搬具等

ソフトウェア等

な し

0

0

0

0

0

0

0

0

0

嗜 翻 ― ・ ・ の

【A】 資 産 合 計 ①+② 253,339

-1】 ヨ 値 の 都

未払金

り

源泉徴収税

0

0

0 0

壼 蹴 色優 合計  ・・・ 0

長期借入金 0

0
0

0 0

色 僣 舎 静 〔ε)

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 253,339
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人  NISSHO

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
■各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
理事。監事

ハシモ トコウイチ 令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日橋本 浩一

2 tfFチ
・監事 オオマチフミオ 令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月 日

日年 月大町 文雄

3
′
′
理事、・監事 イシミネヒサコ 令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年 月

月

日

日年石嶺 寿子

4
理事
t責「ソ

シノザキユウタ 令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日篠峙 勇太

5 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年 月

6 理事 。監事
年  月 日

日年 月

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

9 理事 。監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年  月 日

日年 月

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 NISSHO

氏   名

1
橋本 栄一

2 橋本 正子

3 橋本 浩一

4 梅原 勇太

5
大町 文雄

6 篠崎 勇太

7 斎藤 隆

8 笹野 典子

9 池
田 ちえこ

10
石嶺 寿子

11

12




